
 

 

 

 

 

 

契約社員に関する実態調査 

 

（ 概 要 版 ） 

 

 

 

 

 

 

平成 24 年 3 月 

 

 

 

東 京 都 産 業 労 働 局 





 

 

 

 

 

 

調査結果の概要 

 



－1－ 

１ 調査の趣旨 

経済がグローバル化する中、就業形態は多様化し、パートタイマー・派遣労働者・契約

社員等のいわゆる非正規労働者割合は3 分の1 を超える水準で推移しており（総務省統計

局「労働力調査」）、いまでは職場に欠くことのできない存在となっている。 

しかし一方で、雇止めや契約期間中の途中退職、待遇の格差など、非正規労働者に関わ

る労使間の問題を多く抱えている。 

東京都では、非正規労働者のうち、「有期・直接雇用のフルタイム労働者」を「契約社

員」と定義し、契約社員という働き方に対する使用者及び労働者の意識について調査し、

これらの結果を各関係機関並びに労使に還元すると共に、労使関係の安定、職場環境の整

備など、今後の行政施策に活用していく。 

 

契約社員及び他の就業形態の定義は以下のとおり。 

契約社員：一日の所定労働時間及び一週の所定労働日数が正社員とほぼ同じで、期間

の定めのある契約に基づき直接雇用されている者。 
正社員：フルタイムで仕事に従事し、特に雇用期間を定められていない者。なお、他

企業への出向者は除く。 
有期パートタイマー：一般的に正社員より一日の所定労働時間が短いか、一週の所定

労働日数が少ない者で、雇用期間の定めがある者。 
無期パートタイマー：一般的に正社員より一日の所定労働時間が短いか、一週の所定

労働日数が少ない者で、雇用期間の定めがない者。 
嘱託社員：定年退職者等で、一定期間再雇用する目的で契約し雇用されている者。 
派遣労働者：「労働者派遣法」に基づき、派遣元事業所より派遣されている者。 

 

２ 調査の対象 

以下を調査の対象とした。 

（１）事業所：都内の常用従業者規模 30 人以上の 3,000 事業所 

（２）契約社員：事業所調査の結果から協力を得られた事業所の契約社員 2,000 人 

 ※調査対象事業所については、平成 21 年経済センサス－基礎調査（42,951 社）より無

作為抽出した。なお、常用労働者規模が 30 人未満と回答した事業所についても集計

対象とした。 

 ※調査対象契約社員については、協力が得られた事業所に属する契約社員を対象とし

た。 

 

３ 調査の方法 

事業所及び契約社員に対してそれぞれ以下を調査の手法とした。 

（１）事業所：調査票の郵送配布、郵送回収 

（２）契約社員：事業所を通じて調査票を配布し、その後、郵送にて直接回収 
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４ 調査の期間 

事業所及び契約社員本人に対してそれぞれ以下の期間で実態調査を実施した。 

（１）事業所：平成 23 年 9 月 18 日に郵送し、同年 10 月 11 日を返信投函〆切とした。 

（２）契約社員：平成 23 年 10 月 18 日に郵送し、同年 11 月 15 日を返信投函〆切とした。 

 

５ 調査票の回収及び集計状況 

調査票の回収状況は、事業所及び契約社員別に以下のとおりであった。 

 発送数 

(A) 

回収数 

(B) 

有効回答数

(C) 

回収率 

(B/A) 

有効回収率

(C/A) 

事業所調査 3,000 850 848 28.3% 28.3% 

契約社員調査 2,000 610 609 30.5% 30.5% 

※回収のあった事業所のうち契約社員を導入しているのは 395 事業所（46.6％）。 

※回収数（B）より白紙回答票、無効回答票を除いたものを有効回答数（C）とした。 

 

６ 利用上の注意 

（１）集計表の数値の単位未満は、四捨五入しているので、総数と内訳の計が一致しな 

い場合がある。 

（２）概要及び報告書中に用いる「ポイント」とは、パーセントとパーセントとの差を 

表す。 

（３）概要及び報告書中で業種別における不動産業と、業務内容別における保安業務に 

ついては回答数が少ないため、基本的に非表示とした。 

（４）概要及び報告書中の図表の単位は、特に記載がある場合を除きパーセント（％） 

である。 
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１ 契約社員の導入状況 

 

 1.1 就業形態別従業者数［事業所調査］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調査対象事業者に就業形態別の従業者数を聞いたところ、「正社員」が 66.0％を占め

て最も多く、以下、「有期パートタイマー」（14.1％）、「契約社員」（8.3％）、「派遣労

働者」（4.5％）、「嘱託社員」（3.0％）、「無期パートタイマー」（2.3％）と続いている。 

○前回調査と比較すると、就業形態別の従業員数の割合は、「正社員」が前回の 60.9％

から 5.1 ポイント、「嘱託社員」が前回の 1.9％から 1.1 ポイント増加し、逆に、「有

期パートタイマー」が前回の 16.9％から 2.8 ポイント、「契約社員」が前回の 9.9％

から 1.6 ポイント、「無期パートタイマー」が前回の 3.6％から 1.3 ポイント、「派遣

労働者」が前回の 5.3％から 0.8 ポイント減少している。 

 

1.2 契約社員の導入状況［事業所調査］ 

 

 
 
 
 
 
 

 

○契約社員を導入している事業所の割合は 46.6％（395 社/848 社）となっている。 

○前回調査と比較すると、契約社員を導入している事業所の割合は前回の 39.2％から

7.4 ポイント増加している。 

就業形態別従業者数

66.0

60.9

8.3

9.9

14.1

16.9

2.3

3.6

4.5

5.3
1.9

3.0

1.5

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度 全体

（N=139,232）

平成19年度 全体

（N=200,000）

正社員 契約社員 有期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 無期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ 嘱託社員 派遣労働者 その他

契約社員の導入状況

46.6

39.2

53.4

60.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

 全体（N=   848）

平成19年度 

全体（N=1,003）

導入している 導入していない
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46.6 

41.5 

47.6 

54.5 

42.6 

44.8 

42.9 

22.2 

17.1 

47.7 

67.4 

51.2 

41.9 

52.4 

28.7 

40.5 

51.9 

54.9 

69.8 

51.1 

54.5 

53.4 

58.5 

52.4 

45.5 

57.4 

55.2 

57.1 

77.8 

82.9 

52.3 

32.6 

48.8 

58.1 

47.6 

71.3 

59.5 

48.1 

45.1 

30.2 

48.9 

45.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=848）

建設業（N=53）

製造業（N=105）

情報通信業（N=55）

運輸業（N=61）

卸売・小売業（N=134）

金融・保険業（N=42）

不動産業（N=9）

飲食店、宿泊業（N=41）

医療、福祉（N=86）

教育、学習支援業（N=46）

サービス業（N=164）

その他（N=31）

無回答（N=21）

29人以下（N=87）

30～99人（N=316）

100～299人（N=162）

300～499人（N=51）

500～999人（N=53）

1000人以上（N=135）

無回答（N=44）

契約社員の導入状況

導入している 導入していない

主
要
業
務
内
容

全
常
用
労
働
者
数

 

○業種別に見ると、契約社員導入事業所割合が全業種平均（46.6％）に比べて高いの

は「教育、学習支援業」（67.4％）、「情報通信業」（54.5％）、「サービス業」（51.2％）、

「医療、福祉」（47.7％）、「製造業」（47.6％）がある。逆に低いのは「飲食店、宿

泊業」（17.1％）、「建設業」（41.5％）、「運輸業」（42.6％）、「金融・保険業」（42.9％）、

「卸売・小売業」（44.8％）となっている。 

○企業規模別に見ると、契約社員を導入している事業所の割合は、「29 人以下」規模事

業所で 28.7％と最も低く、企業規模が大きくなるにつれて上昇し、「500～999 人」

規模事業所では 69.8％と最も多くなっているが、「1000 人以上」規模事業所では

51.1％となっている。 
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1.3 男女別の契約社員人数［事業所調査］ 

 

 
 
 
 

 

○男女別に契約社員人数の割合について見ると、男性が 54.8％、女性が 45.1％となっ

ている。 

 

1.4 業務内容別の契約社員の人数［事業所調査］ 

 

 
 
 
 
 
 

 

○契約社員の業務内容別の人数は「事務的業務」が最も多く 28.7％を占めており、以

下、「生産工程・労務」（23.0％）、「専門的・技術的業務」（20.2％）、「サービス業務」

（10.3％）と続いている。 

 

男女別の契約社員人数

54.8 45.1 0.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

 全体（N=11,338）

男性 女性 無回答

業務内容別の契約社員の構成比

20.2 28.7 7.9 10.3 5.4

1.5 2.3

23.0

0.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=11,316）

専門的・技術的業務 管理的業務 事務的業務
販売業務 サービス業務 保安業務
運輸・通信業務 生産工程・労務 その他
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２ なぜ契約社員なのか 

 

 2.1 有期雇用労働者を活用している理由（３つまで回答可）［事業所調査］ 

 

13.6 

28.7 

12.8 

17.0 

11.1 

17.9 

5.9 

25.6 

11.1 

53.6 

9.3 

28.4 

12.4 

18.1 

10.5 

17.9 

7.4 

29.6 

13.8 

52.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

⑩その他（無回答を含む）

⑨正社員としての適性をみるため

⑧高齢者の再雇用のため

⑦正社員の確保が困難なため

⑥一時的な業務に対応するため

⑤仕事の繁閑に対応するため

④長い営業時間に対応するため

③人件費節減のため

②景気に応じて雇用量を調節するため

①専門的・技術的な業務に対応するため

契約社員を活用している理由

（N=419/H23、N=407/H19）

平成23年度

平成19年度

 
 

 

12.7 

5.7 

8.8 

14.9 

24.9 

41.2 

14.3 

44.8 

16.7 

20.1 

8.7 

4.7 

12.4 

11.1 

26.8 

41.9 

13.1 

49.2 

19.1 

24.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

⑩その他（無回答を含む）

⑨正社員としての適性をみるため

⑧高齢者の再雇用のため

⑦正社員の確保が困難なため

⑥一時的な業務に対応するため

⑤仕事の繁閑に対応するため

④長い営業時間に対応するため

③人件費節減のため

②景気に応じて雇用量を調節するため

①専門的・技術的な業務に対応するため

有期ﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰを活用している理由

（N=451/H23、N=442/H19）

平成23年度

平成19年度
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11.1 

2.3 

73.4 

8.8 

3.4 

3.8 

1.4 

14.4 

2.7 

54.9 

8.4 

2.2 

78.1 

7.4 

3.2 

4.9 

1.5 

11.6 

3.0 

53.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

⑩その他（無回答を含む）

⑨正社員としての適性をみるため

⑧高齢者の再雇用のため

⑦正社員の確保が困難なため

⑥一時的な業務に対応するため

⑤仕事の繁閑に対応するため

④長い営業時間に対応するため

③人件費節減のため

②景気に応じて雇用量を調節するため

①専門的・技術的な業務に対応するため

嘱託社員を活用している理由

（N=406/H23、N=443/H19）

平成23年度

平成19年度

 
 

13.8 

6.6 

1.8 

22.8 

35.0 

37.2 

3.7 

22.3 

19.0 

37.9 

7.4 

4.8 

1.1 

16.2 

42.3 

40.6 

3.1 

20.2 

20.7 

44.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

⑩その他（無回答を含む）

⑨正社員としての適性をみるため

⑧高齢者の再雇用のため

⑦正社員の確保が困難なため

⑥一時的な業務に対応するため

⑤仕事の繁閑に対応するため

④長い営業時間に対応するため

③人件費節減のため

②景気に応じて雇用量を調節するため

①専門的・技術的な業務に対応するため

派遣労働者を活用している理由

（N=352/H23、N=457/H19）

平成23年度

平成19年度

 

 

○契約社員を活用している理由としては、「専門的・技術的な業務に対応するため」が

52.7％と過半数を占めて最も多くなっており、以下、「人件費節減のため」（29.6％）、

「正社員としての適性を見るため」（28.4％）となっている。 

○有期パートタイマーを活用している理由としては、「人件費節減のため」が 49.2％と

過半数近くを占め、以下、「仕事の繁閑に対応するため」（41.9％）、「一時的な業務

に対応するため」（26.8％）となっている。 

○嘱託社員を活用している理由としては、「高齢者の再雇用のため」が 78.1％と最も多
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く、「専門的・技術的な業務に対応するため」も 53.2％となっている。 

○派遣労働者を活用している理由としては、「専門的・技術的な業務に対応するため」

（44.0％）、「一時的な業務に対応するため」（42.3％）、「仕事の繁閑に対応するため」

（40.6％）が４割を超えており、以下、「景気に応じて雇用量を調節するため」

（20.7％）、「人件費節減のため」（20.2％）となっている。 

 

 2.2 契約社員を活用するメリット（２つまで回答可）［事業所調査］ 

 

7.9 

1.3 

5.1 

13.7 

20.9 

10.2 

26.5 

14.0 

35.6 

21.4 

4.3 

2.5 

5.8 

14.4 

20.8 

8.6 

28.4 

13.9 

39.7 

24.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

⑩無回答

⑨わからない

⑧その他

⑦高年齢者雇用継続制度への対応

⑥賃金・福利厚生費の減少

⑤社内の活性化

④自社で養成できない労働者の確保

③一時的欠員の補充

②仕事量の変化への即応

①自社従業員数の抑制

契約社員を活用するメリット（契約社員導入事業所）

（N=395/H23、N=393/H19）

平成23年度
平成19年度

 

 

○前回調査と比較すると、契約社員導入事業所の契約社員を活用するメリットは、い

ずれも「仕事量の変化への即応」が最も多く、前回の 35.6％から 4.1 ポイント増加

している。また、「自社で養成できない労働者の確保」が前回の 26.5％から 1.9 ポイ

ント、「自社従業員数の抑制」が前回の 21.4％から 3.2 ポイント増加している。 
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 2.3 契約社員を活用するデメリット（２つまで回答可）［事業所調査］ 

 

15.5 

8.4 

3.1 

18.8 

3.6 

15.8 

6.4 

3.8 

24.7 

17.0 

26.5 

6.8 

11.9 

2.3 

19.7 

4.8 

17.7 

4.6 

4.3 

21.0 

28.6 

27.1 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

⑪無回答

⑩わからない

⑨その他

⑧技術伝承・ノウハウ蓄積の困難さ

⑦労使間のトラブルの増加

⑥労働者の責任感の不足

⑤コストの増大

④情報漏えいリスク等の増加

③継続的人材確保の困難

②労働者の質のバラツキ

①人事管理の繁雑さ

契約社員を活用するデメリット（契約社員導入事業所）

（N=395/H23、N=393/H19）

平成23年度
平成19年度

 
 

○前回調査と比較すると、契約社員導入事業所の契約社員を活用するデメリットは、

「労働者の質のバラツキ」が前回の17.0％から11.6ポイントと大幅に増加している。 

 

 2.4 契約社員の仕事を選んだ理由（２つまで回答可）［契約社員調査］ 

○契約社員の仕事を選んだ理由

としては、「正社員として働け

る適当な企業がなかったか

ら」が 31.4％を占めて最も多

く、以下、「やりたい仕事だっ

たから」（24.5％）、「専門的な

技術や資格が生かせるから」

（19.7％）、「自分の都合（勤

務日・時間等）にあわせて働

けるから」（18.4％）などが続

いている。 

 

 

3.6 

18.7 

33.6 

9.7 

4.4 

5.2 

14.9 

28.0 

17.9 

1.8 

15.4 

13.3 

31.4 

8.2 

3.1 

4.4 

18.4 

24.5 

19.7 

0% 10% 20% 30% 40%

無回答

その他

今の会社で正社員に

なりたいから

正社員として働ける適当

な企業がなかったから

知人・友人に勧め

られたから

わずらわしい人間関係

が嫌だから

賃金水準が高いから

自分の都合（勤務日・時間等）

にあわせて働けるから

やりたい仕事だったから

専門的な技術や資格が

生かせるから
平成23年度

平成19年度

※H19年度調査では「今の会社で正社員になりたいから」の選択肢は含まれていない。

契約社員の仕事を選んだ理由（N=609/H23、N=497/H19）
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 2.5 契約社員の会社への要望（３つまで回答可）［契約社員調査］ 

 

5.0 

11.6 

38.4 

9.1 

11.7 

9.3 

13.1 

7.0 

8.7 

63.4 

37.8 

4.6 

4.6 

31.4 

9.7 

13.8 

11.0 

13.3 

7.1 

8.2 

65.0 

55.2 

0% 20% 40% 60% 80%

無回答

その他

正社員への転換

苦情・要望等への

迅速な対応

教育訓練の充実

福利厚生制度の充実

時間外労働の削減・

適正管理

職場での差別・いじめ・

嫌がらせ対策

職場環境（安全・

衛生等）の改善

賃金制度の改善・アップ

継続した雇用の確保

会社への要望（N=609/H23、N=497/H19）

平成23年度

平成19年度

※平成19年度の「労働・社会保険への加入」及び「育児・介護休業制度の適用」は「その他」に含む。  

 

○現雇用先への要望を聞いたところ、「賃金制度の改善・アップ」が 65.0％を占め最も

多く、以下、「継続した雇用の確保」（55.2％）、「正社員への転換」（31.4％）と続い

ている。 

○前回調査と比較すると、現雇用先への要望について、いずれも「賃金制度の改善・

アップ」（今回調査（65.0％）、前回調査（63.4％））が最も多くなっている。また、

「継続した雇用の確保」が前回の 37.8％から 17.4 ポイントと大幅に増加し、一方、

「正社員への転換」が前回の 38.4％から 7.0 ポイント減少している。 
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３ 契約社員の労務管理と労働条件 

 

 3.1 労働条件の通知方法（複数回答可）［事業所調査］ 

○労働条件の通知方法としては、「書面

による」とした事業所が 95.7％を占

め、書面の明示義務はほぼ遵守され

ているのがうかがえる。あわせて、

「就業規則の提示」が 43.0％を占め

ている。 

 

 

 

 

 3.2 就業規則［事業所調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

○適用する就業規則については、「契約社員用の就業規則を適用する」が 64.1％を占め、

「正社員の就業規則を準用している」が 31.4％となっている。 

○前回調査と比較すると、「契約社員用の就業規則を適用」が前回の 46.1％から 18.0

ポイント増加し、「正社員の就業規則を準用」は前回の 46.8％から 15.4 ポイント減

少した。 

 

3.8

0.5

0.3

43.8

13.0

93.1

1.3

2.0

0.0

43.0

15.2

95.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

通知していない

就業規則の提示

口頭で伝える

書面による

労働条件の通知方法（N=395/H23、N=393/H19）

平成23年度

平成19年度

就業規則

64.1

46.1

31.4

46.8

0.8

1.5

1.5

2.0

2.3

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

契約社員用の就業規則を適用する 正社員の就業規則を準用している　

就業規則はない その他
無回答
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 3.3 雇用契約期間［事業所調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

○契約期間としては、「1年」が 67.8％を占めて最も多くなっている。 

 

 3.4 年収 

  3.4.1 平均年収［事業所調査］ 

○平均年収は全業種・全業務内容平均で 381.5 万円となっている。 

○業務内容別の平均年収（業務内容別に事業所が記入した平均年収の単純平均）を見

ると、「管理的業務」が 623.6 万円で最も高く、「専門的・技術的業務」が 457.7 万

円で続き、以下、「販売業務」（381.6 万円）、「生産工程・労務」（316.9 万円）、「サ

ービス業務」（315 万円）、「事務的業務」（311.5 万円）、「運輸・通信業務」（306.2 万

円）となっている。 

381.5万円

457.7万円

623.6万円

311.5万円

381.6万円

315.0万円
306.2万円

316.9万円

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

全
体 専

門
的
・

技
術
的
業
務

管
理
的
業
務

事
務
的
業
務

販
売
業
務

サ
ー
ビ
ス
業
務

運
輸
・

通
信
業
務

生
産
工
程
・

労
務

（万円） 業務内容別の平均年収

 

  

雇用契約期間

6.6

5.6

11.1

9.7

67.8

71.2

1.3

1.8

4.6

5.8

1.5

2.0

6.1

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

3ヶ月未満 3～6ヶ月未満 6～12ヶ月未満 1年 1年超～3年以下 3年を超える 無回答
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  3.4.2 現在の契約での業務内容［契約社員調査］ 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○現在の契約での業務内容は、「事務的業務」が 37.6％を占めて最も多く、以下、「専

門的・技術的業務」（25.6％）、「サービス業務」（12.3％）、「販売業務」（9.5％）な

どが続いている。 

○男女別に見ると、男性は「専門的・技術的業務」が 35.0%と最も高く、女性は「事務

的業務」が 51.4％と最も高くなっている。 

 

  3.4.3 年収見込額［契約社員調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

○年収見込額（税込）は平均 304.7 万円で、「200 万円以上 300 万円未満」が 41.7％を

占めて最も多くなっている。また、「300 万円未満」が 54.0％で５割を超え、「500 万

円以上」は 8.9％となっている。 

○前回調査と比較すると、年収見込額について、「100 万円以上 300 万円未満」が前回

の 47.7％から 6.3 ポイント増加し、逆に、「300 万円以上」が前回の 47.7％から 8.9

ポイント減少している。「300 万円未満」までの金額帯全てにおいて前回から割合が

増加し、逆に、「300 万円以上」の金額帯全てにおいて前回から割合が減少している

ことから、契約社員の年収見込額が低下している傾向が見られる。 

業務内容

25.6

35.0

21.3

4.4

37.6

11.2

51.4

9.5

6.8

11.1

12.3

16.0

10.6

3.6

9.2

6.6

13.1

3.0

4.4

0.5

1.8

0.3

3.3 1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=609）

男性（N=206）

女性（N=395）

専門的・技術的業務 管理的業務 事務的業務 販売業務
サービス業務 運輸・通信業務 生産工程・労務 その他

※「その他」には「保安業務」「無回答」を含む

年収見込額

41.7

37.4

22.2

22.7

7.7

10.7

8.9

14.3

7.2

4.6

12.3

10.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=609）

平成19年度

（N=497）

100万円以上200万円未満 200万円以上300万円未満 300万円以上400万円未満
400万円以上500万円未満 500万円以上 無回答
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○業務内容別に年収見込額の平均を高い順に見ると、「管理的業務」（483.8 万円）、「専

門的・技術的業務」（393.7 万円）、「運輸・通信業務」（284.3 万円）となっており、

低い順では「サービス業務」（233.2 万円）、「生産工程・労務」（244.2 万円）、「販売

業務」（276.7 万円）となっている。 

 

 3.5 賞与［事業所調査］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  3.5.1 賞与の支給の有無 

○賞与の支給については、「全員に支給」が 42.0％で最も多く、「一部に支給」（15.7％）

をあわせると 57.7％となる。一方、「支給なし」は 38.0％を占めている。  

 

  3.5.2 賞与の年間支給額 

○「全員に支給」の場合の年間支給額は加重平均（※）で 65.9 万円となっており、

「20 万円以上 40 万円未満」が 18.4％で最も多く、以下、「40 万円以上 60 万円未

満」（15.0％）、「10 万円以上 20 万円未満」（12.8％）、「100 万円以上」（9.8％）と

なっている。 

    ※契約社員全員に賞与を支給している事業所のみを対象とし（一部に支給している事

業所は人数が不明のため除いた）、各事業所の契約社員数を加味して算出した加重平

均。 

 

全員に支給

42.0%

一部に支給

15.7%

支給なし

38.0%

無回答

4.3%

賞与の支給の有無（N=395）

10万円未満

9.0%

10万円以上

20万円未満

12.8%

20万円以上

40万円未満

18.4%

40万円以上

60万円未満

15.0%

60万円以上

80万円未満

9.0%

80万円以上

100万円未満

6.4%

100万円以上

9.8%

無回答

19.7%

賞与の年間支給額（N=234）
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 3.6 退職金制度［事業所調査］ 

 

17.0 

14.8 

81.3 

80.9 

1.8 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

退職金制度の有無

あり なし 無回答

 

○退職金の有無については、「あり」が 17.0％、「なし」が 81.3％、「無回答」が 1.8％

となっている。 

○前回調査と比較すると、退職金制度の有無について、「あり」は前回の 14.8％から

2.2 ポイントの増加となっている。 

○業種別に見ると、「あり」の割合が全業種平均（17.0％）より高いのは、「医療、福

祉」（36.6％）、「教育、学習支援業」（35.5％）、「製造業」（20.0％）、「建設業」（18.2％）

となっている。 

 

 3.7 週所定労働時間［事業所調査］ 

○週所定労働時間の平均は 38.4 時間となっ

ている。「35時間以上40時間未満」が54.7％

で最も多く、次いで「40 時間」が 38.5％と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 3.8 残業 

  3.8.1 残業の有無［事業所調査］ 

 

26.3 

19.1 

70.6 

75.6 

3.0 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

残業の有無

（原則として）ない ある 無回答

 

30時間以上

35時間未満

2.0%

35時間以上

40時間未満

54.7%

40時間

38.5%

40時間超

1.5%

無回答

3.3%

週所定労働時間（N=395）



－18－ 

○残業の有無については、「ある」が 70.6％、「ない」が 26.3％となっている。 

○前回調査と比較すると、残業は「ある」が前回の 75.6％から 5.0 ポイント減少し、

逆に「ない」は前回の 19.1％から 7.2 ポイント増加している。 

 

  3.8.2 月平均残業時間［事業所調査］ 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

○残業がある場合の月平均残業時間は 14.7 時間となっている。残業時間は「10 時間以

上 20 時間未満」が 29.7％で最も多く、以下、「5 時間以上 10 時間未満」（17.2％）、

「1時間以上 5時間未満」（15.4％）、「20 時間以上 30 時間未満」（15.1％）、「30 時間

以上」（14.7％）、「1時間未満」（0.4％）となっている。 

○前回調査と比較すると、月平均残業時間は「20時間以上 30 時間未満」が前回の 20.9％

から 5.8 ポイント減少し、逆に「1時間以上 5時間未満」、「5時間以上 10 時間未満」、

「10 時間以上 20 時間未満」の割合はいずれも増加している。 

 

 3.9 育児・介護休業の適用状況［事業所調査］ 

  3.9.1 育児休業の適用状況 

 

14.9 

12.5 

82.5 

79.9 

1.0 

2.3 

1.5 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

育児休業の取得状況

いる いない わからない 無回答

※平成19年度（前回）は、平成17年4月1日の育児・介護休業法改正以降である。  
 
 

 

 

 

 

83.2 

75.0 

8.1 

14.7 

8.7 

10.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=173）

平成19年度

（N=156）

育児休業後の就業状況

復帰し在職中 復帰後退職 復帰せず退職

月平均残業時間

15.4

12.1

17.2

14.1

29.7

27.9

15.1

20.9

14.7

13.8

7.5

10.1

1.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=279）

平成19年度

（N=297）

1時間未満 1時間以上5時間未満 5時間以上10時間未満
10時間以上20時間未満 20時間以上30時間未満 30時間以上

無回答
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○過去3年間において育児休業を取得した契約社員の有無については、「いる」が14.9％、

「いない」が 82.5％となっている。 

○前回調査と比較すると、育児休業を取得した契約社員の有無について、「いる」が前

回の 12.5％から 2.4 ポイント増加している。 

○育児休業を取得した契約社員が「いる」とした事業所に休業後の契約社員の就業状

況を聞いたところ、休業中を除いた 173 名のうち、「復帰し在職中」が 144 名（83.2％）、

「復帰せず退職」が 15 名（8.7％）、「復帰後退職」が 14 名（8.1％）となっている。 

○前回調査と比較すると、育児休業後の契約社員の就業状況は、「復帰し在職中」が前

回の 75.0％から 8.2 ポイント増加している。 

 

  3.9.2 介護休業の適用状況 

 

2.5 

2.5 

91.1 

87.0 

1.0 

2.3 

5.3 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

介護休業の取得状況

いる いない わからない 無回答

※平成19年度（前回）は、平成17年4月1日の育児・介護休業法改正以降である。  
 

73.7 

57.9 

21.1 

26.3 

5.3 

15.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=19）

平成19年度

（N=19）

介護休業後の就業状況

復帰し在職中 復帰後退職 復帰せず退職

 

 

○過去3年間において介護休業を取得した契約社員の有無については、「いる」が2.5％、

「いない」が 91.1％となっている。 

○前回調査と比較すると、介護休業を取得した契約社員の有無について、いずれも「い

る」が 2.5％となっている。 

○介護休業を取得した契約社員が「いる」とした事業所に休業後の契約社員の就業状

況を聞いたところ、休業中を除いた 19 名のうち、「復帰し在職中」が 14 名（73.7％）、

となっている。 

○前回調査と比較すると、介護休業後の契約社員の就業状況は、「復帰し在職中」が前

回の 57.9％から 15.8 ポイント増加している。 
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 3.10 研修（教育訓練）制度［事業所調査］ 

  3.10.1 研修等の実施時期 

○契約社員に対する研修等の実施時期

については、「契約途中に実施」が

50.9％で最も多く、「採用時に実施」

が 50.1％、「実施していない」は 25.3％

となっている。 

○前回調査と比較すると、契約社員に対

する研修等の実施時期について、「契

約途中に実施」が前回の 39.2％から 11.7 ポイント、「採用時に実施」が前回の 41.5％

から 8.6 ポイント増加し、逆に「実施していない」が前回の 27.7％から 2.4 ポイン

ト減少している。 

 

  3.10.2 研修の実施方法 

○研修を実施している事業所における研

修の実施方法は、「社内の OJT」が

92.8％と最も多く、「社内の Off-JT」

（41.0％）、「外部の研修に参加」

（27.2％）となっている。 

○前回調査と比較すると、研修を実施し

ている事業所における研修の実施方法

について、「社内の OJT」が前回の

83.4％から 9.4 ポイント増加し、一方、「社内の Off-JT」が前回の 47.5％から 6.5

ポイント、「外部の研修に参加」が前回の 29.3％から 2.1 ポイント減少している。 

 

  3.10.3 研修の実施内容 

○研修を実施している事業所の研修内

容としては、「業務に関する専門的技

術・知識」が 90.7％と最も多く、以下、

「一般常識・マナー」（44.5％）、「パ

ソコン・OA 機器操作」（27.9％）とな

っている。 

 

 

 

 

7.1

27.7

39.2

41.5

2.3

25.3

50.9

50.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

実施していない

契約途中に実施

採用時に実施

研修等の実施時期（N=395/H23、N=393/H19）

平成23年度

平成19年度

0.4

15.1

43.6

26.6

91.9

0.7

8.6

44.5

27.9

90.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

一般常識・マナー

パソコン・OA機器操作

業務に関する

専門的技術・知識

研修の内容（N=290/H23、N=259/H19）

平成23年度

平成19年度

1.5

2.7

29.3

83.4

47.5

0.7

2.1

27.2

92.8

41.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

無回答

その他

外部の研修に参加

社内のOJT

社内のOff－JT

研修の実施方法（N=290/H23、N=259/H19）

平成23年度
平成19年度
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 3.11 正社員への転換 

  3.11.1 契約社員から正社員への転換制度の有無［事業所調査］ 

 

58.2 

52.9 

38.0 

42.7 

3.8 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

正社員への転換制度の有無

転換制度がある 転換制度はない 無回答

 

 

○契約社員から正社員への転換制度の有無については、「ある」が 58.2％と過半数を占

めており、「ない」が 38.0％となっている。 

○前回調査と比較すると、契約社員から正社員への「転換制度がある」が前回の 52.9％

から 5.3 ポイント増加し、逆に、「転換制度はない」が前回の 42.7％から 4.7 ポイン

ト減少している。 

 

  3.11.2 過去３年間での正社員への転換実績の有無［事業所調査］ 

○過去３年間での契約社員の正社員への転

換実績については、「ある」が 50.9％と過

半数を占め、「ない」は 39.7％となってい

る。 

 

 

 

 

 

 

  3.11.3 正社員への転換希望の有無［契約社員調査］ 

○正社員への転換希望の有無については、

「希望する」が 35.5％、「希望しない」が

31.0％、「どちらともいえない」が 30.0％

となっている。 

 

 

 

 

 

希望する

35.5%

希望しない

31.0%

どちらともい

えない 30.0%

無回答

3.4%

正社員への転換希望の有無（N=609）

ある

50.9%

ない

39.7%

無回答

9.4%

正社員への転換実績の有無（N=395）
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 3.12 契約の更新［契約社員調査］ 

  3.12.1 現在の契約の更新の有無 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

○現在の契約が更新されたものであるかどうかについては、「更新されている」が

84.2％、「更新されていない」が 13.6％となっている。 

○前回調査と比較すると、現在の契約が更新されたものであるかどうかについて、「更

新されている」が前回の 76.3％から 7.9 ポイント増加し、逆に、「更新されていない」

が前回の 21.9％から 8.3 ポイント減少している。 

 

  3.12.2 更新回数 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

○現在の契約が更新されたものであるとした回答者に更新の回数を聞いたところ、回

答者の平均は 5.7 回となっている。また、前回調査では 4.1 回となっており、前回

より更新回数の平均値が増加している。 

 回数別の回答者数は、「1回」が 21.2％で最も多く、「6回以上 10 回未満」（16.8％）

を除くと、概ね更新回数が増えるに従い回答者が減少している。 

○前回調査と比較すると、契約更新回数について、「4回以下」が前回の 67.0％から 11.4

ポイント減少し、逆に、「5回以上」が前回の 26.6％から 14.1 ポイント増加してい

る。「4回」までの回数帯全てにおいて前回から割合が減少し、逆に、「5回以上」の

回数帯全てにおいて前回から割合が増加していることから、契約更新回数が増加し

ている傾向が見られる。 

平均回数

5.7 回 

 

4.1 回 

現在の契約の更新の有無

13.6

21.976.3

84.2

1.8

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=609）

平成19年度

（N=497）

更新されている 更新されていない 無回答

契約更新回数

13.6

18.5

10.5

11.9

10.3

12.9

10.1

6.6

16.8

10.8

13.8

9.223.7

21.2

6.3

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=513）

平成19年度

（N=379）

1回 2回 3回 4回 5回 6回以上10回未満 10回以上 無回答
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 3.13 契約社員の雇止め 

  3.13.1 過去３年間での契約社員の雇止めの有無［事業所調査］ 

 

 
 
 
 
 
 

 

○過去３年間における契約社員の雇止めの有無については、「ある」が 28.4％、「ない」

が 67.6％となっている。 

○前回調査と比較すると、雇止めの有無について、「ある」が前回の 24.4％から 4.0 ポ

イント増加している。 

 

  3.13.2 雇止めの理由（複数回答可）［事業所調査］ 

○雇止めを行ったことがある事業所にそ

の理由を聞いたところ、「労働者の能力

不足」が 50.0％で最も多く、以下、「労

働者の勤務態度不良」（40.2％）、「業務

量の減少」（35.7％）、「契約更新を重ね

ていたが、最後の契約ではあらかじめ

更新しない契約であった」（28.6％）な

どが続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

2.1

10.4

13.5

26.0

22.9

42.7

44.8

22.9

7.3

33.3

0.9

12.5

13.4

28.6

23.2

40.2

50.0

17.0

18.8

35.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

その他

周囲との人間関係

契約更新を重ねていたが、

最後の契約ではあらかじめ

更新しない契約であった

労働者の傷病などの

健康不良

労働者の勤務態度不良

労働者の能力不足

プロジェクトの終了

経営状況の悪化

業務量の減少

雇止めの理由（N=112/H23、N=96/H19）

平成23年度

平成19年度

雇止めの有無（N=395/H23、N=393/H19）

28.4

24.4

67.6

66.4

3.0

2.8 6.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

ある ない わからない 無回答
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  3.13.3 会社からの雇止めの通告の有無［契約社員調査］ 

 

28.6 

13.8 

67.6 

73.4 

3.8 

12.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=105）

平成19年度

（N=94）

会社からの雇止め通告の有無

ある ない 無回答

※平成19年度（前回）は、過去3年間での通告の有無である。  

 

○過去に他の会社で契約社員として働いたことがあるとした回答者に雇止めを通告さ

れたことがあるかを聞いたところ、「ある」が 28.6％、「ない」が 67.6％となってい

る。 

○前回調査と比較すると、会社からの雇止め通告の有無について、「ある」が前回の

13.8％から 14.8 ポイント増加し、一方、「ない」が前回の 73.4％から 5.8 ポイント

減少している。 

 

 3.14 契約期間途中の契約解除（中途解約） 

  3.14.1 契約期間途中の契約解除の有無［事業所調査］ 

 

9.4 

12.5 

87.3 

76.1 

2.5 

1.3 

0.8 

10.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

契約期間途中での契約解除の有無（N=395/H23、N=393/H19）

ある ない わからない 無回答

 

 

○過去３年間に契約期間途中での雇用契約の解除を行ったことの有無については、「あ

る」が 9.4％で、「ない」が 87.3％となっている。 

○前回調査と比較すると、過去３年間に契約期間途中で雇用契約の解除を行ったこと

が「ある」事業所が前回の 12.5％から 3.1 ポイント減少し、逆に「ない」事業所が

前回の 76.1％から 11.2 ポイント増加している。 
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  3.14.2 契約期間途中での契約解除の理由（複数回答可）［事業所調査］ 

○契約期間途中での契約解除の理由

を聞いたところ、「労働者の勤務態

度不良」が 37.8％と最も多く、以下、

「労働者の能力不足」（32.4％）、「労

働者の傷病などの健康不良」

（32.4％）、「業務量の減少」

（29.7％）などとなっている。 

○前回調査と比較すると、契約期間途

中での契約解除の理由について、い

ずれも「労働者の勤務態度不良」（前

回調査（38.8％）、今回調査

（37.8％））が最も多いが、「業務量

の減少」が前回の 4.1％から 25.6 ポイント、「経営状況の悪化」が前回の 0.0％から

21.6 ポイント、「プロジェクトの終了」が前回の 8.2％から 13.4 ポイントと大幅に

増加しており、経済情勢の悪化が反映されている。 

 

  3.14.3 会社からの中途解約の通告の有無［契約社員調査］ 

 

11.4 

6.4 

84.8 

90.4 

3.8 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=105）

平成19年度

（N=94）

会社からの中途解約の通告の有無

ある ない 無回答

※平成19年度（前回）は、過去3年間での通告の有無である。  

 

○過去に他の会社で契約社員として働いたことがあるとした回答者に会社から中途解

約を通告されたことがあるかについて聞いたところ、「ある」が 11.4％、「ない」が

84.8％となっている。 

  

4.1

20.4

12.2

32.7

38.8

28.6

8.2

0.0

4.1

0.0

8.1

10.8

32.4

37.8

32.4

21.6

21.6

29.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

無回答

その他

周囲との人間関係

労働者の傷病などの

健康不良

労働者の勤務態度不良

労働者の能力不足

プロジェクトの終了

経営状況の悪化

業務量の減少

契約解除の理由（N=37/H23、N=49/H19））

平成23年度

平成19年度
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 3.15 契約社員からの契約期間途中での退職の申し出 

  3.15.1 契約社員からの契約期間途中での退職の申し出の有無［事業所調査］ 

 

52.2 

57.8 

43.8 

33.1 

3.0 

0.5 

1.0 

8.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=395）

平成19年度

（N=393）

契約期間途中での退職の申し出の有無（N=395/H23、N=393/H19）

ある ない わからない 無回答

 

 

○過去３年間に契約社員から契約期間途中での退職の申し出を受けたことの有無につ

いては、「ある」が 52.2％、「ない」は 43.8％となっている。 

 

  3.15.2 契約期間中に途中退職を会社に申し出たことの有無［契約社員調査］ 

 

51.4 

40.4 

44.8 

57.4 

3.8 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成23年度

（N=105）

平成19年度

（N=94）

契約期間中に途中退職を申し出たことの有無

ある ない 無回答

※平成19年度（前回）は、過去3年間での通告の有無である。  

 

○過去に他の会社で契約社員として働いたことがあるとした回答者に契約期間中に途

中退職を会社に申し出たことがあるかについて聞いたところ、「ある」が 51.4％と過

半数を占め、「ない」が 44.8％となっている。 
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４ 正社員と比較した働き方及び格差について 

 

 就業形態の多様化が進み、非正規労働者が増加する中で、非正規労働者の働き方や待遇

について正社員との違いが今後更に大きな課題になると考えられることから、今回は契約

社員と正社員との働き方及び待遇の違いや格差について調査を行った。 

 調査の結果、働き方に関しては、使用者側は、契約社員は正社員よりも軽易であると考

えている一方で、労働者側は、変わりはないと考えており、その意識に違いがあることが

わかった。また、待遇については、賃金・賞与、退職金及び雇用の安定性に不合理な格差

があると考えている労働者が多くいることがわかった。 

 

 4.1 仕事の内容［事業所調査］［契約社員調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○事業所調査において、正社員との仕事の内容の比較について聞いたところ、「正社員

と同じ」が 50.1％と過半数を占め、「正社員より簡易」が 26.3％、「どちらともいえ

ない」が 21.0％、「正社員より困難」が 1.3％となっている。 

○契約社員調査において、正社員との仕事の内容の比較について聞いたところ、「正社

員と同じ」が 57.6％で、「正社員より困難」は 3.6％となり、「正社員と同じ」と「正

社員より困難」をあわせた「同等以上」は 61.2％となっている。逆に「正社員より

簡易」は 17.9％となっている。 

○事業所調査と契約社員調査の結果を比較すると、正社員との仕事の内容の比較につ

いて、いずれも「正社員と同じ」が過半数を占めるが、「正社員より簡易」は事業所

調査が 26.3％で、契約社員調査より 8.4 ポイント高く、逆に、「正社員と同じ」と「正

社員より困難」をあわせた「同等以上」は契約社員調査が 61.2％で、事業所調査よ

り 9.8 ポイント高くなっている。 

 

正社員との仕事の内容の比較

26.3

17.9

50.1

57.6

1.3

3.6

21.0

12.5 7.4 1.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査

（N=395）

契約社員調査

（N=609）

簡易 同じ 困難 無回答

契約社員調査：比較できる正社員がいない

契約社員調査：わからない
事業所調査：どちらともいえない
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 4.2 仕事の量［事業所調査］［契約社員調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、正社員との仕事の量の比較について聞いたところ、「正社員と

同じ」が 51.9％と過半数を占め、「正社員より少ない」が 25.3％、「どちらともいえ

ない」が 21.5％となっている。 

○契約社員調査において、正社員との仕事の量の比較について聞いたところ、「正社員

と同じ」が 54.5％で、「正社員より多い」は 10.7％となり、「正社員と同じ」と「正

社員より多い」をあわせた「同等以上」は 65.2％となっている。逆に「正社員より

少ない」は 17.2％となっている。 

○事業所調査と契約社員調査の結果を比較すると、正社員との仕事の量の比較につい

て、いずれも「正社員と同じ」が過半数を占めるが、「正社員より少ない」は事業所

調査が 25.3％で、契約社員調査より 8.1 ポイント高く、逆に、「正社員と同じ」と「正

社員より多い」をあわせた「同等以上」は契約社員調査が 65.2％で、事業所調査よ

り 13.3 ポイント高くなっている。 

 

 4.3 仕事の責任［事業所調査］［契約社員調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、正社員との仕事の責任の比較について聞いたところ、「正社員

より軽い」が 47.6％と過半数近くを占め、「正社員と同じ」が 35.4％、「どちらとも

正社員との仕事の量の比較

25.3

17.2

51.9

54.5

0.0

10.7

21.5

9.7 6.9

1.3

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査

（N=395）

契約社員調査

（N=609）

少ない 同じ 多い 無回答

契約社員調査：比較できる正社員がいない

契約社員調査：わからない
事業所調査：どちらともいえない

正社員との仕事の責任の比較

47.6

23.3

35.4

51.2

1.0

10.2

14.9

6.7 7.2

1.0

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査

（N=395）

契約社員調査

（N=609）

軽い 同じ 重い 無回答

契約社員調査：比較できる正社員がいない

契約社員調査：わからない
事業所調査：どちらともいえない
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いえない」が 14.9％、「正社員より重い」が 1.0％となっている。 

○契約社員調査において、正社員との仕事の責任の比較について聞いたところ、「正社

員と同じ」が 51.2％で、「正社員より重い」は 10.2％となり、「正社員と同じ」と「正

社員より重い」をあわせた「同等以上」は 61.4％となっている。逆に「正社員より

軽い」は 23.3％となっている。 

○事業所調査と契約社員調査の結果を比較すると、正社員との仕事の責任の比較につ

いて、事業所調査では「正社員より軽い」が 47.6％と最も多いが、契約社員調査で

は「正社員と同じ」（51.2％）が過半数を占めている。「正社員より軽い」は事業所

調査が 47.6％で、契約社員調査より 24.3 ポイント高く、逆に、「正社員と同じ」と

「正社員より重い」をあわせた「同等以上」は契約社員調査が 61.4％で、事業所調

査より 25.0 ポイント高くなっている。 

 

 4.4 残業時間（時間外労働）［事業所調査］［契約社員調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、正社員との残業時間の比較について聞いたところ、「正社員よ

り少ない」が 46.6％と過半数近くを占め、「正社員と同じ」が 39.0％、「どちらとも

いえない」が 12.4％、「正社員より多い」が 0.5％となっている。 

○契約社員調査において、正社員との残業時間の比較について聞いたところ、「正社員

と同じ」が 43.5％で、「正社員より多い」は 7.6％となり、「正社員と同じ」と「正

社員より多い」をあわせた「同等以上」は 51.1％となっている。逆に「正社員より

少ない」は 34.5％となっている。 

○事業所調査と契約社員調査の結果を比較すると、正社員との残業時間の比較につい

て、事業所調査では「正社員より少ない」が 46.6％と最も多いが、契約社員調査で

は「正社員と同じ」が 43.5％で最も多くなっている。「正社員より少ない」は事業所

調査が契約社員調査より 12.1 ポイント高く、逆に、「正社員と同じ」と「正社員よ

り多い」をあわせた「同等以上」は契約社員調査が 51.1％で、事業所調査より 11.6

ポイント高くなっている。 

正社員との残業時間の比較

46.6

34.5

39.0

43.5

0.5

7.6

12.4

7.1 6.2 1.1

1.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査

（N=395）

契約社員調査

（N=609）

少ない 同じ 多い 無回答

契約社員調査：比較できる正社員がいない

契約社員調査：わからない
事業所調査：どちらともいえない
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 4.5 賃金（時間単価）［事業所調査］［契約社員調査］ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、正社員との賃金の比較について聞いたところ、「正社員より低

い」が 47.1％と過半数近くを占め、「正社員と同じ」が 24.1％、「どちらともいえな

い」が 23.5％、「正社員より高い」が 4.3％となっている。 

○契約社員調査において、正社員との賃金の比較について聞いたところ、「正社員と同

じ」が 7.2％で、「正社員より高い」は 3.3％となり、「正社員と同じ」と「正社員よ

り高い」をあわせた「同等以上」は 10.5％となっている。逆に「正社員より低い」

は 59.6％となっている。 

○事業所調査と契約社員調査の結果を比較すると、正社員との賃金の比較について、

いずれも「正社員より低い」が５割前後を占めるが、「正社員より低い」は契約社員

調査が 59.6％で、事業所調査より 12.5 ポイント高く、逆に、「正社員と同じ」と「正

社員より高い」をあわせた「同等以上」は事業所調査が 28.4％で、契約社員調査よ

り 17.9 ポイント高くなっている。 

 

 4.6 正社員との格差に対する認識［契約社員調査］ 

○正社員との格差に対する認識については、

「格差を感じる」が 58.6％と過半数を占め、

「格差を感じない」が 19.2％、「わからな

い」が 10.5％、「比較できる正社員がいな

い」が 8.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

格差を感じる

58.6%

格差を感じな

い 19.2%

わからない

10.5%

比較できる正

社員がいな

い 8.2%

無回答

3.4%

正社員との格差に対する認識（N=609）

正社員との賃金の比較

47.1

59.6

24.1

7.2

4.3

3.3

23.5

8.5 19.9 1.5

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査

（N=395）

契約社員調査

（N=609）

低い 同じ 高い 無回答

契約社員調査：比較できる正社員がいない

契約社員調査：わからない
事業所調査：どちらともいえない
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 4.7 格差の合理性［契約社員調査］ 

○正社員との格差に対して、「格差を感じる」

と回答した人に、格差は合理的かを聞いた

ところ、「合理的だと思わない」が 68.6％

を占め、「合理的だと思う」が 18.2％で、「ど

ちらともいえない」が 11.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 4.8 格差の不合理な点（２つまで回答可）［契約社員調査］ 

○正社員との格差が合理的だと思わな

いと回答した人に、格差の不合理な点

を聞いたところ、「賃金・給与」が

71.4％で最も多く、以下、「退職金」

（41.2％）、「雇用の安定性」（37.1％）、

「休暇」（11.0％）と続いている。 

 

思う

18.2%

思わない

68.6%

どちらともい

えない 11.5%

無回答

1.7%

格差の合理性（N=357）

0.4 

3.3 

4.9 

37.1 

7.3 

3.3 

41.2 

11.0 

3.3 

71.4 

0% 20% 40% 60% 80%

無回答

その他

人間関係

雇用の安定性

教育･研修

福利厚生

退職金

休暇

残業

賃金･賞与

不合理な点（N=245）
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５ 今後の有期雇用契約のあり方［事業所調査］［契約社員調査］ 

 

平成２３年１２月、厚生労働省労働政策審議会は、有期労働契約雇用の不安定さと処遇

格差などの改善を図り、有期雇用契約の適正な利用のためのルールを明確化していく方向

性を示した報告書を取りまとめた。今後は、国会おいて労働契約法の改正をはじめ所要の

措置が講じられる見通しとなっている。今回、このような有期労働契約法制の再構築の動

きに対する労使双方の意見把握と比較分析を実施した。 

 調査の結果、契約終了後に一定の金銭を支払う制度の導入に関しては、労働者側は制度

化を希望する割合が６割を超えている一方で、使用者側は、５％にも達しておらず、逆に

制度化を望まないとする割合が過半数を占めており、労使間の意識に大きな違いがあるこ

とがわかった。また、有期雇用契約の期間や更新回数に上限を設けることに関しては、労

使双方共に設けるべきでないとする否定的な意見の割合が５割前後を占めた。 

 

 5.1 契約終了後に一定の金銭を支払う制度 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、契約社員導入及び未導入事業所（以下、「全事業所」とする。）

に契約終了後に一定の金銭を支払う制度について聞いてみると、「制度化すべきでな

い」（50.5％）、「制度化すべき」（4.0％）、「どちらともいえない」（41.9％）となっ

ている。これに対し、契約社員導入事業所では「制度化すべきでない」（54.2％）、「制

度化すべき」（3.3％）、「どちらともいえない」（40.3％）となっており、全事業所と

対比してみると、導入事業所が、「制度化すべきでない」が 3.7 ポイント高くなって

おり、一方、「どちらともいえない」が 1.6 ポイント、「制度化すべき」が 0.7 ポイ

ント低くなっている。 

○契約社員調査において、契約終了後に一定の金銭を支払う制度について聞いてみる

と、「制度化すべき」（60.6％）、「制度化すべきでない」（5.6％）、「どちらともいえ

ない」（30.0％）となっている。 

○事業所調査（全事業所）と契約社員調査の結果を比較すると、契約終了後に一定の

金銭を支払う制度について、事業所調査では「制度化すべきでない」が 50.5％で契

契約終了後に一定の金銭を支払う制度について

4.0

3.3

60.6

50.5

54.2

5.6

41.9

40.3

30.0

3.7

2.3

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査（全事業所）

（N=848）

事業所調査（契約社員

導入事業所）（N=395）

契約社員調査

（N=609）

制度化すべき 制度化すべきでない どちらともいえない 無回答
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約社員調査より44.9ポイント高く、逆に、契約社員調査では「制度化すべき」が60.6％

で事業所調査より 56.6 ポイント高くなっている。 

 

 5.2 有期契約の期間や更新回数に上限を設けること 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、全事業所に有期契約の期間や更新回数に上限を設けることに

ついて聞いてみると、「設けるべきでない」（47.5％）、「設けるべき」（12.0％）、「ど

ちらともいえない」（37.1％）となっている。これに対し、契約社員導入事業所では

「設けるべきでない」（52.9％）、「設けるべき」（11.9％）、「どちらともいえない」

（33.7％）となっており、全事業所と対比してみると、導入事業所が、「設けるべき

でない」が 5.4 ポイント高くなっており、一方、「どちらともいえない」が 3.4 ポイ

ント、「設けるべき」が 0.1 ポイント低くなっている。 

○契約社員調査において、有期契約の期間や更新回数に上限を設けることについて聞

いてみると、「設けるべきでない」（49.1％）、「設けるべき」（12.6％）、「どちらとも

いえない」（35.6％）となっている。 

○事業所調査（全事業所）と契約社員調査の結果を比較すると、有期契約の期間や更

新回数に上限を設けることについて、いずれも「設けるべきでない」が過半数近く

を占めているが、「設けるべきでない」は契約社員調査が 49.1％で、事業所調査より

も 1.6 ポイント高くなっている。 

 

有期契約の期間や更新回数に上限を設けることについて

12.0

11.9

12.6

47.5

52.9

49.1

37.1

33.7

35.6

3.3

1.5

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査（全事業所）

（N=848）

事業所調査（契約社員

導入事業所）（N=395）

契約社員調査

（N=609）

設けるべき 設けるべきでない どちらともいえない 無回答
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 5.3 有期契約できる理由を制限すること 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、全事業所に有期契約できる理由を制限することについて聞い

てみると、「制限すべきでない」（45.8％）、「制限すべき」（9.9％）、「どちらともい

えない」（40.9％）となっている。これに対し、契約社員導入事業所では「制限すべ

きでない」（51.6％）、「制限すべき」（6.6％）、「どちらともいえない」（40.0％）と

なっており、全事業所と対比してみると、導入事業所が、「制限すべきでない」が 5.8

ポイント高くなっており、一方、「制限すべき」が 3.3 ポイント、「どちらともいえ

ない」が 0.9 ポイント低くなっている。 

○契約社員調査において、有期契約できる理由を制限することについて聞いてみると、

「制限すべきでない」（27.1％）、「制限すべき」（20.0％）、「どちらともいえない」

（49.1％）となっている。 

○事業所調査（全事業所）と契約社員調査の結果を比較すると、有期契約できる理由

を制限することについて、事業所調査では「制限すべきでない」が 45.8％で最も多

いが、契約社員調査では「どちらともいえない」が 49.1％で最も多くなっている。

「制限すべき」は契約社員調査が 20.0％で、事業所調査よりも 10.1 ポイント高く、

逆に、「制限すべきでない」は事業所調査が 45.8％で、契約社員調査より 18.7 ポイ

ント高くなっている。 

 

有期契約できる理由を制限することについて

9.9

6.6

20.0

45.8

51.6

27.1

40.9

40.0

49.1

3.4

1.8

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査（全事業所）

（N=848）

事業所調査（契約社員

導入事業所）（N=395）

契約社員調査

（N=609）

制限すべき 制限すべきでない どちらともいえない 無回答
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 5.4 契約期間の書面明示がない場合等の契約 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、全事業所に契約期間の書面明示がない場合等は期間の定めの

ない契約とすることについて聞いてみると、「期間の定めのない契約とすべき」

（35.4％）、「期間の定めのない契約とすべきでない」（26.3％）、「どちらともいえな

い」（35.1％）となっている。これに対し、契約社員導入事業所では「期間の定めの

ない契約とすべき」（35.9％）、「期間の定めのない契約とすべきでない」（29.9％）、

「どちらともいえない」（32.4％）となっており、全事業所と対比してみると、導入

事業所が、「期間の定めのない契約とすべきでない」が 3.6 ポイント、「期間の定め

のない契約とすべき」が 0.5 ポイント高くなっており、一方、「どちらともいえない」

が 2.7 ポイント低くなっている。 

○契約社員調査において、契約期間の書面明示がない場合等は期間の定めのない契約

とすることについて聞いてみると、「期間の定めのない契約とすべき」（38.4％）、「期

間の定めのない契約とすべきでない」（24.5％）、「どちらともいえない」（33.7％）

となっている。 

○事業所調査（全事業所）と契約社員調査の結果を比較すると、契約期間の書面明示

がない場合等は期間の定めのない契約とすることについて、いずれも「期間の定め

のない契約とすべき」が最も多いが、「期間の定めのない契約とすべき」は契約社員

調査が 38.4％で、事業所調査より 3.0 ポイント高く、逆に、「期間の定めのない契約

とすべきでない」は事業所調査が 26.3％で、契約社員調査より 1.8 ポイント高くな

っている。 

 

35.4

35.9

38.4

26.3

29.9

24.5

35.1

32.4

33.7

3.2

1.8

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査（全事業所）

（N=848）

事業所調査（契約社員

導入事業所）（N=395）

契約社員調査

（N=609）

期間の定めのない契約とすべき 期間の定めのない契約とすべきでない

どちらともいえない 無回答

契約期間の書面明示がない場合等は期間の定めのない契約とすることについて
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 5.5 雇止め法理の条文化 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、全事業所に雇止め法理を条文化することについて聞いてみる

と、「条文化すべき」（21.8％）、「条文化すべきではない」（20.9％）、「どちらともい

えない」（53.9％）となっている。これに対し、契約社員導入事業所では「条文化す

べき」（24.1％）、「条文化すべきではない」（23.5％）、「どちらともいえない」（50.4％）

となっており、全事業所と対比してみると、導入事業所が、「条文化すべきでない」

が 2.6 ポイント、「条文化すべき」が 2.3 ポイント高くなっており、一方、「どちら

ともいえない」が 3.5 ポイント低くなっている。 

○契約社員調査において、雇止め法理を条文化することについて聞いてみると、「条文

化すべき」（42.0％）、「条文化すべきではない」（5.9％）、「どちらともいえない」

（47.5％）となっている。 

○事業所調査（全事業所）と契約社員調査の結果を比較すると、雇止め法理を条文化

することについて、いずれも「どちらともいえない」が５割前後を占めるが、「条文

化すべき」は契約社員調査が 42.0％で、事業所調査より 20.2 ポイント高く、逆に、

「条文化すべきではない」は事業所調査が 20.9％で、契約社員調査より 15.0 ポイン

ト高くなっている。 

 

雇止め法理を条文化することについて

21.8

24.1

42.0

20.9

23.5

5.9

53.9

50.4

47.5

3.4

2.0

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査（全事業所）

（N=848）

事業所調査（契約社員

導入事業所）（N=395）

契約社員調査

（N=609）

条文化すべき 条文化すべきでない どちらともいえない 無回答

※雇止め法理･･･契約更新を何度も繰り返し、期間の定めのない契約と

実質的に異ならない等の場合は、解雇に関する規制が類推適用される。
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 5.6 正社員と同等の労働条件にすること 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

○事業所調査において、全事業所に正社員と同様の労働条件にすることについて聞い

てみると、「同様にすべきでない」（38.8％）、「同様にすべき」（12.3％）、「どちらと

もいえない」（44.7％）となっている。これに対し、契約社員導入事業所では「同様

にすべきでない」（41.5％）、「同様にすべき」（11.4％）、「どちらともいえない」

（44.6％）となっており、全事業所と対比してみると、導入事業所が、「同様にすべ

きでない」が 2.7 ポイント高くなっており、一方、「同様にすべき」が 0.9 ポイント、

「どちらともいえない」が 0.1 ポイント低くなっている。 

○契約社員調査において、正社員と同様の労働条件にすることについて聞いてみると、

「同様にすべき」（33.7％）、「同様にすべきでない」（26.8％）、「どちらともいえな

い」（36.1％）となっている。 

○事業所調査（全事業所）と契約社員調査の結果を比較すると、正社員と同様の労働

条件にすることについて、いずれも「どちらともいえない」が最も多いが、「同様に

すべき」は契約社員調査が 33.7％で、事業所調査より 21.4 ポイント高く、逆に、「同

様にすべきではない」は事業所調査が 38.8％で、契約社員調査より 12.0 ポイント高

くなっている。 

 

正社員と同様の労働条件にすることについて

12.3

11.4

33.7

38.8

41.5

26.8

44.7

44.6

36.1

4.2

2.5

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事業所調査（全事業所）

（N=848）

事業所調査（契約社員

導入事業所）（N=395）

契約社員調査

（N=609）

同様にすべき 同様にすべきでない どちらともいえない 無回答
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６ 有期雇用についての事業所の自由回答［事業所調査］ 

○事業所からは約 40 件の自由回答が寄せられたが、うち半数以上は有期雇用制度のあ

り方に関する意見であった。また、2割弱は正社員或いは無期雇用を基本的な雇用形

態としているとの姿勢を示していた。 

○有期雇用についての意見（抜粋） 

 ・有期雇用といっても多種多様であり、多様な働き方に合わせた扱いが必要。 

 ・全体的に雇用を自由にしないと働く場所がなくなるのではないか。 

 ・雇用する側とされる側の希望やニーズが合えば、柔軟に正社員への転換できるこ

とが望ましい。 

 ・有期契約労働者は 3年後には正社員にすべきである。大企業は自社の利益のため

に期間雇用者等を多く使用し正社員にしないのはいかがなものかと思う。 

 ・有期雇用を活用したことがない。 

 ・併せて短時間勤務、正社員等の労働の多様種についても検討してほしい。 

 

７ 契約社員という働き方についての自由回答［契約社員調査］ 

○契約社員回答者からは約 250 件の自由回答が寄せられた。そのうち約 6割は何らか

の不満あるいは契約社員という制度に対する否定的な意見で、1割強は肯定的な意見

であった。残りの 3割弱は、契約社員という働き方に対して肯定・否定が入り混じ

る、あるいはどちらとも受け取れる意見であった。 

○契約社員という働き方に対する意見（抜粋） 

【否定的な意見】 

 ・正社員のようには守られていないので、いつ職を失うかわからない不安定な状態

だと思う。 

 ・有期契約による不安定さからくる精神的な将来への不安を感じている。 

 ・会社により契約社員の立場が違うように感じる。正社員と同等に扱うところもあ

れば、いつでも辞めさせられると見ている会社もある。契約社員というものが必要

なのか疑問。 

 ・時として社員扱いに、時としてはパート扱いだったりするので不満がある。 

 ・身分が曖昧で、中途半端な状況である。 

 ・社員と同じ仕事をしているのに何万円も月給が異なるのはとても不満。 

 ・賃金制度の改善アップなし、退職金無し、ボーナスなしはあまりにも格差を感じ

る。 

【肯定的な意見】 

 ・現在の会社ではあまり正社員・契約社員という区別がないので、とても働きやす

い。 

 ・契約社員でも目標と責任を持って業務に取り組めるなら良いと思う。 

 ・毎年更新なので正直この先どうなるか不安はあるが、常に向上する意識を持って
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仕事に取り組むのは、正社員でも契約社員でも変わらない。 

 ・正社員と同じくらいの時間働くことができないので今のままでいい。 

【その他】 

 ・正社員にはなりたいが、現在子育て中で、正社員だと日曜・祝日が休みにならな

いため悩む。 

 ・こちらが意識していなくても、会社側は区別して見ているようだ。 

 ・正社員になれるよう頑張りたい。 
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